
-

（ ）

31

0.6

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

｢新しい日本のための優先課題推進枠｣32

32年度要求

0.2

0.1

事業番号 新32 0040

科学技術・イノベーション

31年度当初予算

-

-

-

-

- 32

施策 施策目標　３０　　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 政策目標　　９　　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

年度4

1.経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月21日閣
議決定）
2.成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）
3.公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正す
る法律案に対する附帯決議

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

-

700

- -

- 32

関係する
計画、通知等

達成度

-

3

-

年度

1,000

- - -

成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 32

執行率（％） - - -

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

インフラの建設・維持管理、災害対応の担い手不足に対応するため、建設生産プロセス全てを対象に、ICTなどの新技術を活用するi-Constructionを推進し、
2025年度までに建設現場の生産性の2割向上を目指している。そのためには直轄工事のみならず、地方公共団体が発注する全国の建設現場にICT施工を浸
透させるため、ICT施工の活用機会や実績の少ない中小建設業者に対する施工技術の支援体制の整備を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

- -

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

地方公共団体発注工事を請負う中小建設業者が、ICTを導入した際に、施工時間の短縮、省力化などの効果が十分に得られるように、現場条件に見合った
ICT施工計画の作成方法、現場マネジメント方法等を適切にアドバイスできる人材・組織を育成する。また、規模の小さな現場においてもICT施工による効果
が確実に得られるように、新技術を適用する技術基準や新工種に対応する技術基準を策定するとともに、安全等の分野への技術導入に必要な効果検証を
行う。

- -

-

- -

- -

ICT活用工事の実施件数
１０００件／年

-

ＩＣＴ施工技術支援者の育成等 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 公共事業企画調整課 課長　森戸　義貴

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

地方公共団体のICT活用工
事の実施件数を増やす。

実施方法

28年度

％

組織
ICT施工の技術支援を実施する組織数

活動実績 - - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

組織

単位

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

- 2

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

中小建設業者への技術的支援を通じて全国の建設現場にＩＣＴ施工を普及させることは、少子高齢化が進行する我が国にとって喫緊の課題であり、
早急な対応が求められる。このため、本事業の成果目標を着実に達成できるよう、関係機関と連携し、進捗状況の把握や実施方法の見直し等を適
宜行いながら、効果的・効率的な執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正す
る法律案に対する附帯決議」（令和元年6月6日決議）の中
で、『建設現場における生産性向上を図るため、技術開発の
動向を踏まえ、情報通信技術や三次元データの活用、新技
術、新素材又は新工法の導入等を推進するとともに、国は地
方公共団体や中小企業・小規模事業者を始めとした多くの企
業等において普及・活用させるよう支援すること。』示されてい
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本施策は、国民の生活を支える社会資本の整備を一手に担
う建設業の生産性向上に係る取り組みであり、公益性は高
い。

ICTなどの新技術を活用するｉ-Constructionを推進し、2025年
度までに建設現場の生産性の２割向上を達成するためには、
直轄工事のみならず地方公共団体が発注する全国の建設現
場へICT施工の浸透が不可欠となっている。地方公共団体が
発注する工事を担う中小建設業者は、ICT施工の活用機会や
実績が少ないため技術支援が必要であり、ICT施工に関する
技術基準策定を行い、先進的にICT導入している国が支援を
行う。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

32百万円

事務費０．９百万円

①諸謝金

②委員等旅費

③職員旅費

業務の発注

業務の進捗管理

委託【随意契約(企画競争)】

A.民間企業

31百万円

地方公共団体が発注する全国の建設現場にＩＣＴ施工を浸透させ

るため、中小建設業者に技術支援（アドバイス）を行う。



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

1

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地方ブロックにおける社会資本整備重点計画の地域数（平成28年３月策定）

一般会計

当初見込み

件

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

国土強靱化事業効果の見える化に向けた検討の実施

件

国土強靱化事業の効果評
価が実施される

実施方法

28年度

％

国土強靱化事業効果の見える化の推進 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 公共事業企画調整課 課長 森戸　義貴

事業名

会計区分

31年度

翌年度へ繰越し

計

30年度

その他の事項経費

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

脆弱性の軽減のための課題や脆弱性の低減効果の高いプロジェクトを明確化し、重点的な国土強靱化事業を推進するため、これまでの国土強靱化事業（防
災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策等）による効果事例収集、各事業分野の評価項目・方法等の現状整理等を行う。また、強靱化事業の地域計
画単位での効果評価手法の検討や、モデル地域での効果試算を行う。さらに地域の国土強靱化事業効果の見える化に必要な効果評価手法のとりまとめを
行う。

国土強靱化事業の効果評
価が実施される地域数

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国土強靭化対策は、定量的・客観的データに基づくPDCAに取り組み、重点的に取り組むプロジェクトを明確化することが求められている。国や地方公共団体
等が連携して取り組む国土強靱化地域計画についても、地域情勢の変化等を踏まえたPDCAの取り組みにより、重点化を図りながら推進する必要がある。こ
のため、地域の国土強靱化事業効果の見える化に必要な効果評価手法等を検討・提示することにより、脆弱性の軽減のための課題や脆弱性の低減効果の
高いプロジェクトを明確化し、重点的な国土強靱化事業を推進することを目的とする。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

地域
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 地域

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 10

執行率（％） - - -

- - -

-

3

100

１． 「経済財政運営と改革の基本方針2019」 （令和元年6月21
日閣議決定）
２．「成長戦略フォローアップ」（令和元年6月21日閣議決定）
３．「国土強靱化基本計画」（平成30年12月14日改定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

10

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度5

10

31年度当初予算

0

0

0

事業番号 新32 0041

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

｢新しい日本のための優先課題推進枠｣１０

32年度要求

10

0.2

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政

再
生
計
画
と
の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

‐

地域の計画に基づく交付金の配分や直轄事業の実施におい
て重点化を行うためには、各地域内でより重点化すべき事業
を国で判断するための統一的な評価手法を示すことが必要で
あることから、政府の関与が必要である。

○

評　価項　　目

「防災・減災、国土強靱化の取組」「事業実施後に効果の発現
状況を定量的・客観的に把握」「重点的に取り組むプロジェク
トを明確化」が「経済財政運営と改革の基本方針2019」に位
置づけられており、国民や社会のニーズを反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「国土強靱化基本計画（平成30年12月14日改訂）」では、
「PDCAサイクルの実践を通じて、課題解決のために必要な政
策やプログラムの重点化・優先順位付けに関する不断の見直
しを行う。このような施策の評価方法の改善」など、「強靱化
の取組を順次ステップアップする」とされており、必要かつ優
先度が高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

施策 施策目標　３０　　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 政策目標　　９　　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

国土強靱化事業は、災害の頻発・激甚化に直面する我が国にとって極めて重要な事業であるが、厳しい財政状況を踏まえ、より事業効果の高い事
業を優先して実施していくことが求められており、国土強靱化事業の効果を見える化し、優先順位付けを可能とすることは必要不可欠である。このた
め、本事業の成果目標を着実に達成できるよう、関係機関と連携し、進捗状況の把握や実施方法の見直し等を適宜行いながら、効果的・効率的な
執行に努められたい。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

国土交通省

10百万円

事務費0.3百万円

①諸謝金

②委員等旅費

③職員旅費

業務の発注

業務の進捗管理

民間企業

9.7百万円

【随意契約(企画競争)】

国土強靱化事業効果の見

える化のための検討



-

（ ）

15

1

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理
効率化推進調査費

職員旅費

-

-

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

｢新しい日本のための優先課題推進枠｣16

32年度要求

-

-

-

事業番号 新32 0042

-

31年度当初予算

-

-

-

-

-

0 16

年度4

成長戦略実行計画（令和元年6月21日 閣議決定）
経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月21日 閣
議決定）
社会資本整備重点計画（平成27年9月18日 閣議決定）
インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月29日 インフラ老朽
化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

- 16

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

5

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 16

執行率（％） - - -

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

インフラの老朽化が進む中、インフラの大部分を管理する各地方公共団体では、予算や技術系職員の不足などの課題を抱えており、現状以上の老朽化対策
に取り組むことが困難な状況である。そのため、各地方公共団体が先進的取り組みを踏まえた個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）を策定できるよう
支援を行うことにより、各地方公共団体において戦略的な老朽化対策の取り組みを促進させることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

- -

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

各地方公共団体がより戦略的な老朽化対策を進められるように、以下の取り組みを行う。
・個別施設計画策定時の課題抽出、更新の際のニーズ調査
・モデル自治体の選定
・モデル自治体に対し、技術的助言などによる先進的取組を踏まえた個別施設計画の策定支援
・更新支援によって得られた優良事例の普及、促進

- -

-

- -

- -

先進的取組を踏まえた個別
施設計画の策定数

-

今後の老朽化対策に関する調査経費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 社会資本整備政策課
課長
佐々木 正士郎

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

先進的取組を踏まえた個別
施設計画数の増加

実施方法

28年度

％

件

先進的取組を踏まえた個別施設計画の策定支援に
向けた検討

活動実績 - - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

単位

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

- 1

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

施策 政策目標30　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 政策目標9　　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

インフラの大部分を管理している全国の地方公共団体が個別施設計画を早急に策定し、これに基づき計画的・戦略的に老朽化対策に取り組んでい
くことが、安全・安心の実現のためには必要不可欠である。このため、本事業の成果目標を着実に達成できるよう、関係機関と連携し、進捗状況の把
握や実施方法の見直し等を適宜行いながら、効果的・効率的な執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

インフラの老朽化が進む中、老朽化対策は喫緊の課題であ
り、優先度が高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

インフラの老朽化が進む中、老朽化対策は喫緊の課題であ
り、国民や社会のニーズを的確に反映している。

老朽化対策は全国的な課題であり、検討成果について全国
展開を行う予定であり、国が主体的に取り組む必要がある。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財

政
再
生
計
画
と
の
関
係



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

16百万円

A.民間企業等

15百万円

今後の老朽化対策に関する調査経費

今後の老朽化対策に関する調査

事務費 1.0百万円

①職員旅費

委託 【随意契約（企画競争）】



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

- 1

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省総合政策局調べ

一般会計

当初見込み

回

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

次世代政策推進手法等のとりまとめ・公表
回

活動実績

新たな政策推進“手法”等
を検討・実証し、内外に戦
略的発信を行うことにより、
今後の本省部局・地方自治
体が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、産業・
地域の活性化や防災力の
向上、民間需要の誘発等に
つながる施策の更なる改善
や利用促進につなげる。

実施方法

28年度

％

国土交通政策推進経費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 政策課 課長　池光　崇

事業名

会計区分

31年度

翌年度へ繰越し

計

30年度

その他の事項経費

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　早急に経済の底上げ効果を生み出す施策として、これまでの施策の効果の全国への浸透状況等を把握し、先進・優良事例の全国展開を後押しする『施策
浸透状況等の調査分析』を実施する。
　また、『次世代政策推進』等の検討・実証のため、新たな施策実行手法を取り入れるプロジェクトに対して先行的に支援を行い、新たな政策推進手法を取り
入れようとする取組を加速化させるとともに、将来のグローバル市場拡大を見据えた『戦略的発信』を一体的に取り組み、政策推進を図る。

今後の本省部局や、地方自
治体が、産業・地域の活性
化や防災力の向上、民間需
要の誘発等につながる施策
の更なる改善や利用促進
につなげるための基礎資料
等として利用された回数

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３６年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　人口減少・高齢化等の難題を踏まえ、生産性の向上や新市場の育成、人材確保などにつながる政策を推進し、国を挙げた経済社会全体の革新を促し、そ
の効果を全国津々浦々まで一層浸透させることにより、総合的な暮らしの利便性向上、我が国の産業・地域の活性化等につなげることを目的とする。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 50

執行率（％） - - -

- - -

-

15

-

１．成長戦略実行計画（令和元年6月21日閣議決定）
２．経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和元年6月21日
閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

50

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度6

-

31年度当初予算

0計

主な増減理由

｢新しい日本のための優先課題推進枠｣50

32年度要求

0.6

0.1

事業番号 新32 0043

50

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

47

2

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財

政
再
生
計
画
と
の
関
係

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護



事業番号 事業名所管府省名

‐

○

評　価項　　目

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

国土交通行政を取り巻く環境は絶えず変化し、解決すべき政策課題は高度化・複雑化している。ニーズを的確にとらえ、前例にとらわれずに適切な
政策を企画・立案・選択し、国民の理解を得ながら、機動性・柔軟性をもって施策を実施していくことが求められている。このため、本事業の成果目標
を着実に達成できるよう、関係機関と連携し、進捗状況の把握や実施方法の見直し等を適宜行いながら、効果的・効率的な執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

政府全体の課題を踏まえ、分野横断、地域横断の総合的な
政策推進を進めることが有効であることから、地方自治体、民
間等に委ねることはなじまない。

国全体の生産性を高め、国民全体に好循環を促すものであ
り、国民や社会のニーズを的確に反映している。

厳しい財政制約の中、効率的な政策展開を行うことが求めら
れている。これに資するよう、例えば、人の行動変化を誘発す
る等の新たな政策推進手法の検討・実証等を進めることとし
ている事業であるため、国費投入の必要性の観点からは、適
切なものと考える。



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

企画競争有識者委員会等に係る

事務費２．６百万円

①諸謝金

②委員等旅費

③職員旅費

国土交通省

50百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業

47百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集、進捗管理、

報告書作成等を行う。



-

（ ）

　

0.4

2

▲0.5

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

-

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

0.1

20

-

事業番号 新32 0044

-

31年度当初予算

-

-

-

-

-

#VALUE!

- 22

年度33

成長戦略フォローアップ　（R1.6.21閣議決定）
インフラシステム輸出戦略(平成30年度改訂版)（H30.6.7経協
インフラ戦略会議決定）
国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2019（H31.3
国土交通省決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

- 22

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

2

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 22

0 0

執行率（％） - - -

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

インフラシステムに関連する諸基準・事業スキーム等に関するノウハウ・事例等を「見える化・透明化」することにより、産学金官の関係者間で情報共有・連携
を図り、今後のインフラシステム海外展開の戦略的な枠組みを検討する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

-

0

0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

①海外のインフラシステムに関連する諸基準・事業スキーム等の収集・体系化
②国際スタンダード化を踏まえた優位点等の抽出、分析・検証
③我が国のインフラシステムに関連する諸基準・事業スキーム等に関する可能性・方向性の分析・検証
④国際スタンダード化を踏まえた我が国のインフラシステム海外展開の戦略的な枠組みの検討

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

インフラシステム海外展開のための関連基準・事業スキーム等
の見える化・透明化の推進に係る調査研究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 －
研究調整官　多田　智和
研究調整官　山形　創一

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

28年度

28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

インフラシステムに関連する諸基準・事業スキーム等に関するノウハウ・事例等を「見える化・透明化」することにより、産学金官の関係者間で情報共
有・連携を図り、今後のインフラシステム海外展開の戦略的な枠組みを検討する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

- - -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

29年度 30年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

- -

○

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国内技術や規格、マネジメントシステムの国際標準及び海外
展開対象国におけるスタンダードを獲得するための検討は、
インフラシステム海外展開推進の喫緊の課題であり、優先度
の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

-

‐

-

件

- -

31年度活動見込

- -

計画開始時

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年5月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

「インフラシステム輸出戦略(平成30年度改訂版)」において、
質の高いインフラの国際スタンダード化を推進することとして
おり、我が国の技術、規格、制度等の国際標準化の推進に
資する検討は、国民や社会のニーズを的確に反映している。

-

目標最終年度

- -

-

日本の先進的なインフラ技術・知見を活かし、国内技術や規
格、マネジメントシステムの国際標準及び海外展開対象国に
おけるスタンダードを獲得するための検討を行うため、国が
行う必要がある。

○

‐

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

2

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度

点検結果

-

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

備考

調査研究結果が、産学金官の関係者間で情報共有・連携を図れ、今後のインフラシステム海外展開の戦略的な枠組みの形成につながる効果的な
事業として、手続きの透明性を確保しつつ効率的に執行できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

-

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通政策研究所

22百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（1者）

20百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 2百万円

①職員旅費 1.5百万円

②諸謝金 0.4百万円

③委員等旅費 0.1百万円



-

（ ）

　

0.2

1

0.1

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

0.7

20

事業番号 新32 0045

-

31年度当初予算

-

-

-

-

#VALUE!

- 22

年度33

未来投資戦略2018　（平成30年6月18日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

- 22

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

2

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 22

0 0

執行率（％） - - -

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

新たな交通サービス・技術の浸透等と連携しつつ、実モビリティ側の高度化・接続改善により、公共交通を軸とするモビリティ全体の水準を高める中長期的施
策（まち・地域づくりを支えるモビリティ施策）のあり方を、様々な角度から検討。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

-

0

0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

①新たなモビリティ等の導入を考慮した交通拠点における接続見直しの検討
②新たなモビリティ・サービスに応じた制度、交通事業者の対応等の変化の海外事例調査
③新たなモビリティの展開を前提とした、交通サービス・施設の計画及び評価手法の検討
④米国のVillageに関する調査
⑤コミュニティベースの新たなしくみの試行及び効果把握

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

まち・地域づくりを支えるモビリティの高度化・接続改善等に
関する調査研究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 －
研究調整官　山形　創一
研究調整官　多田　智和

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

28年度

28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　新たな交通サービス導入を考慮した公共交通等の高度化・接続改善等により、まち・地域づくりを支えるモビリティ施策のあり方を様々な角度から検
討するとともに、高齢者が安心して暮らせるまち・地域を支えるコミュニティベースの新たなしくみを実験的に試行・検討することを通じ、国や地方自治体
における中長期的なまち・地域づくり施策の検討に貢献する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

- - -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

‐

29年度 30年度

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　高齢化社会や多様な層の社会参画に対応して、中長期的
なまちづくり施策を実施していくために、その基礎となる本調
査研究は緊急性が高い。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

-

件

- -

31年度活動見込

- -

計画開始時

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年5月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

　急速な高齢化への対処や多様な層の社会参画が求められ
る中、円滑な移動の確保や地域に安心して暮らし続けること
ができるまち・地域づくりが求められており、その施策検討に
資する本調査研究の必要性は高い。

-

目標最終年度

- -

-

　我が国全体の課題である高齢化社会や多様な層の社会参
画に対応した様々なまち・地域づくりとそれを支える移動の高
度化を図る施策の検討に資する調査研究であり、当研究所
で実施することが適当。

○

‐

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

2

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-



平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度

点検結果

-

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

調査研究成果が、国や地方自治体にて中長期的なまち・地域づくり施策の検討に貢献できる効率的な事業として、手続きの透明性を確保しつつ効
率的に執行できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

-

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

‐

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通政策研究所

21.9百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（1者）

20百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 1.9百万円

①職員旅費 1百万円

②諸謝金 0.2百万円

③委員等旅費 0.7百万円



-

（ ）

　

0.2

0.4

0.3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

0.1

8

事業番号 新32 0046

-

31年度当初予算

-

-

-

-

#VALUE!

- 9

-

28年度

年度33

未来投資戦略2018
経済財政運営と改革の基本方針2019
まち・ひと・しごと創生総合戦略
SDGsアクションプラン2019

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

-

- -

- 9

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度

-

2

-

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 9

0 0

執行率（％） - - -

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

都市の様々な要素や特徴とその都市にとっての魅力や人口の定着との関連性を、アンケート調査に基づく個人データと多種多様な空間データを組み合わせ
ることで、定住性という観点から評価する手法を構築する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

-

0

0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

-

29年度

(1)データ収集
アンケート調査、統計データにより、定住性に関する状況や、地域における経済・社会データを収集する。
(2)実証分析
個人の生活満足度や定住意向と都市のメッシュごとの各要素の関係について、統計的手法による各変数の寄与度や変数間の関係に関する分析を行う。
(3)定住性評価ツールの作成
実証分析の結果を基に、メッシュレベルの詳細な都市の特徴から、その都市の定住性を評価できる分析ツールを作成する。

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-

定住性の観点からみた持続可能な都市機能の評価のあり方に関
する調査研究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 － 研究調整官　多田　智和

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され

実施方法

28年度

％

件

- -

31年度活動見込

- -

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年5月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/件

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

2

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

都市の様々な要素や特徴とその都市にとっての魅力や人口の定着との関連性を、アンケート調査に基づく個人データと多種多様な空間データを組み合
わせることで、定住性という観点から評価する手法を構築する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

29年度 30年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

- -

○

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地方部を中心に人口減少のさらなる進展が予想されるなか、
東京一極集中の是正、地方への新たな人の流れの創出を推
進するための検討は喫緊の課題であり、優先度の高い事業
である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

-

‐

-

計画開始時
30年度 31年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

「経済財政運営と改革の基本方針2019」において、地方創生
の推進として、東京一極集中の是正、地方への新たな人の流
れの創出を推進することとしており、地方都市の定住・交流を
促進する検討は、国民や社会のニーズを的確に反映してい
る。

-

目標最終年度

- -

-

地方創生の推進は日本全国での取組であり、都市の様々な
要素や特徴とその都市にとっての魅力や人口の定着との関
連性を全国を対象に検討を行うため、国が行う必要がある。

○

‐

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

点検結果
点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

備考

調査研究成果が、自治体などにおいて効果的な都市政策の展開につながる事業として、手続きの透明性を確保しつつ効率的に執行できるよう努め
るべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号 事業名所管府省名

国土交通政策研究所

8.8百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（1者）

8.2百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 0.6百万円

①職員旅費 0.4百万円

②諸謝金 0.1百万円

③委員等旅費 0.1百万円



-

（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省国土交通政策研究所調べ（令和元年５月）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

研究報告書として基礎的な
情報・政策分析を提供する
ことにより、今後の本省部
局が政策形成を行う基礎資
料等として利用され、国民
の豊かな暮らしが実現され
る。

実施方法

28年度

％

地域産業の活性化に資する輸出力強化に向けた航空貨物輸送の
市場実態に関する調査研究

担当部局庁 国土交通政策研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 － 研究調整官　山形　創一

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

○我が国の航空貨物輸送の課題等の整理
○海外における航空貨物輸送の市場・運賃設定の実態調査
　・海外における航空貨物の運賃設定等の現況把握と、日本発の航空貨物運賃の実態との比較
　・輸出促進の観点からの利用促進施策（規制緩和等）の状況
○海外におけるLCCによる貨物輸送の市場と課題の調査
○輸出力強化に資する航空貨物輸送促進策の方向性検討

- -

-

- -

- -

今後の本省部局や地方自
治体が政策形成を行う基礎
資料等として利用された回
数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

--

0

0

平成３２年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本発の航空貨物輸送の実態・課題及び世界的な航空貨物輸送の市場や運賃決定の実態について把握し、我が国からの輸出力強化に資する航空貨物の
利用促進施策への示唆を提供する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

回

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 0 13

0 0

執行率（％） - - -

-

2

-

経済財政運営と改革の基本方針2019　 （令和元年6月21日閣
議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

- 13

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度33

13

31年度当初予算

-

-

-

-

#VALUE!

-

0.3

12

事業番号 新32 0047

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

社会資本整備・管理効率化
推進調査費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0.1

0.4

0.2

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

2

‐

-

-

　我が国全体の農水産物の輸出拡大・競争力強化を図る国
の政策に資する調査研究であり、当研究所で実施することが

○

評　価項　　目

　地方創成、地域の活性化のため、農水産品の輸出拡大に
政府を挙げて取組んでいる中、その国際競争力強化に輸送
面から支える施策の検討に資する本調査研究の必要性は高

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

計画開始時

研究成果を研究報告書としてとりまとめ、公表すると伴
に、毎年5月に開催している研究発表会において研究成
果を発表

30年度 31年度

-

‐

-

件

- -

31年度活動見込

- -

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　農水産品の輸出拡大が国の緊急性の高い課題として掲げ
られている中、輸送面から競争力強化につながる施策の検討
に資する本調査研究の必要性・喫緊整は高い。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

29年度 30年度

‐

‐

-

単位

執行額／公表・発表件数

単位当たり
コスト

‐

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

- - -

-

29年度

-

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　世界的な航空貨物輸送の市場や運賃決定の実態や、日本発の航空貨物輸送の課題等を把握することで、航空貨物の利用促進施策の検討を通じ、
我が国からの農水産品の輸出の競争力強化に貢献する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

-

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 - -

単位

-

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
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(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
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済
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画
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革
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表
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8

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



事業番号 事業名所管府省名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

‐

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

調査研究成果が、企業において貨物輸送の利用促進策検討の基礎資料となり今後の航空貨物の発展につながる効果的な事業として、手続きの透
明性を確保しつつ効率的に執行できるよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

-

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通政策研究所

13百万円

研究全般、総合調整、予算の

執行管理、業務発注等を行う。

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業（1者）

12.2百万円

現状実態・分析調査、ヒアリン

グ調査、情報収集等を行う。

事務費 0.8百万円

①職員旅費 0.4百万円

②諸謝金 0.3百万円

③委員等旅費 0.1百万円


